










































































































































































































































































































































































































































































thought of Mao Tse-Tung”。Cambridge University Press,1989,p.59）。本稿ではシュラムのここ
での理解も便宜的に「安内攘外」としておく。ほかに石川禎浩『革命とナショナリズム』岩
波新書,2010年,125頁。
 （７） 山田辰雄『中国近代政治史』（放送大学教育振興会,2002年,162-3頁）は、石川忠雄『中国共産党
史研究』（慶應通信,1959年）以来の見解を踏襲する。つまり、毛沢東の「抗日」を「八一宣言」
（1935年）にまでずれ込ませるのである。ちなみに西村成雄『20世紀中国政治史研究』（放送大
学振興会,2011年）は当該時期の毛沢東に触れることはない。
（８）楊天石『找尋真実的蔣介石』山西人民出版社,2008年,202頁。
（９）石川,前掲書,125頁。
（10）蜂屋亮子「ソヴィエト革命と満洲事変」（『中国現代史　新版』有斐閣,1996年所収）135頁。
（11）家近氏によると（家近,前掲書,106-111頁）、太平洋戦争の起点を満洲事変からみる「１５年戦争論」
は、江口圭一氏に代表されるような、もともと日本での研究の主流であり、盧溝橋事変からみ
る「８年抗戦論」は中国が主流である。それが近年日本でも「８年抗戦論」に傾いてきている、
という。そこには満洲事変と向き合うことなく、満洲と中国「本部（土）」を分離する意識がある。
（12）1931年9月中旬に崩壊した中共中央が「臨時中央」として成立したとされる（中共中央文献研究
室『周恩来年譜』中央文献出版社,2007年,217頁）。以下ではこれに従う。
（13）『中共中央文件選集』第７冊,中共中央党学校出版社,1991年,396頁。
（14）同前第７冊,398頁。
（15）同前第７冊397頁。
（16）『石原莞爾資料集　国防論策』原書房,1967年,77頁。
（17）石原の行動は、満洲事変直前の宇垣―南陸相の「北進」路線内にあるとみられる（黒野耐『帝
国国防方針の研究』総和社,2000年,251頁）。その理由は、石原の構想には沿海州の占領が含まれ
ることから、「北進」に含まれる、とするのである（黒野,同書,306頁）。
（18）黒野,前掲書252頁。
（19）小林英夫『ノモンハン事件』平凡社新書,2009年,49頁。
（20）田中克彦『ノモンハン戦争』岩波新書,2009年,14-5頁。
（21）前掲『中共中央文件选集』第７冊,398頁。
（22）黒野,前掲書,212-4,247-8頁。
（23）黒野,前掲書,280-1頁。
（24）「満蒙問題解決ノ為ノ戦争計画大綱（対米戦争計画大綱）（昭和6年4月）」『石原莞爾資料集　国
防論策』70頁。日米「最終戦争」「決戦戦争」等の言い方は石原『最終戦争論』（中公文庫,1993年）・
『戦争史大観』（中公文庫,1993年）参照。
（25）「国運展開ノ根本国策タル満蒙問題解決案」（四年七月五日）「満蒙問題私見（六年五月）」『石原
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莞爾資料集　国防論策』40,78頁。安井三吉氏は、日中戦争から日米戦争への見通し、さらには、
日米戦争準備完了後にはじめて「満蒙政権奪取」に着手すべきなのだが、その準備があったと
は言い難いとされる（『柳条湖事件から盧溝橋事件へ』研文出版,2003年,31頁）。日米戦争への具
体的な展望はなかったのかもしれない。
（26）前掲『中共中央文件選集』第７冊,397頁。
（27）前掲『中共中央文件選集』第８冊,37頁。
（28）前掲『中共中央文件選集』第８冊,293-4頁。
（29）古屋哲夫『日中戦争』岩波新書,1985年,73頁。
（30）黒野,前掲書,281頁。南シナ海の制海権が問題になり、おのづから西太平洋・フィリピンに展開
するアメリカと衝突することになる。
（31）満洲事変前後のこうした対ソ戦について、コミンテルンにはさしたる意見がなく、執行委員会
では主に中国代議員が述べている、という（内田健二訳『コミンテルンの黄昏』岩波書店,1986
年,317、319頁）。代議員とは、31年10月にモスクワに呼び戻された当時の総書記王明であろう。
ソ区でのその後の対立は、王明の見解を受けた「臨時中央」と毛沢東との間で展開することになる。
（32）戦闘中に、長文の「中央の中区中央局及にソ区閩贛両两省への手紙」（『中共中央文件選集』第８冊,
所収）を送り付け、言葉尻を捉えた批判を執拗にている。
（33）「中央の革命を一省、数省において首先胜利することに関する決議」『中共中央文件選集』第８
冊に「すべての労働者の自発的な闘争を指導する」とある（同書44頁）。「指導」ありきの「自
発性」などというのは論理矛盾の空論である。
（34）『紅色中華』創刊号（1931年12月11日）。
（35）姫田光義『中国革命に生きる』中公新書,1987年,40頁。
（36）シュラム,前掲書,第１部第2章。
（37）毛沢東文献資料研究会『毛沢東集』第５巻,北望社,1970年, 99頁。姫田、前掲書,72頁。
（38）1933年の時点ではあるが、紅軍（第一方面軍）が73,382人、東北抗日義勇軍は3,160人とされる（『中
華蘇維埃共和国史』江蘇人民出版社,1999年,256-7頁）。小さな勢力であった。
（39）神戸輝夫「東北抗日聯軍第一路軍の指導者楊靖宇」『大分大学教育福祉科学部研究紀要』24（2）,2002
年。小林英夫『〈満洲〉の歴史』講談社新書,2008年,117-9頁。
（40）中共中央文献研究室『毛沢東年譜』中央文献出版社,1993年,365-6頁。黄少群『毛沢東与紅軍』第２巻,
中央文献出版社,2007年,169-170頁。
（41）『毛沢東年譜』（前掲）366頁。黄氏は、宣言に「武装してソ連を守る」というスローガンがない
ため（つまり「臨時中央」の考えに沿わないため）、４月１５日まで『紅色中華』での発表が延
びたという（黄少群,前掲書, 169-170頁）。
（42） 1932年の「対日戦争宣言」および、1933年1月17日付け「中華ソヴィエト共和国臨時中央政府と
工農紅軍革命軍事委員会」の三条件（以下「三条件」と省略）を抗日への「布石」とみる見方は、『中
国現代史』（有斐閣,1981年,136-7頁、新版（1996年）135頁）。ただし、三条件は王明のものであり、
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それは統一戦線を志向するものである。
（43）さしあたり、家近,前掲書,62頁。中国政治史研究が毛沢東の「抗日」を1935年以降に置くという
ことが、満州および満州事変への無関心、という解釈を必然的に引き出す。
（44）「満蒙」が「満洲」「モンゴル」全域を指すわけではなく、列強から認知された南満洲および東
部内蒙古であること。「満洲」も日本の軍事行動によって東三省だけでなく熱河まで含むことに
なれば、その「満洲」自体も成立しない（中見立夫『「満蒙問題」の歴史的構図』東京大学出版
会,2013年,13-21頁。
（45）服部龍二『日中歴史認識』東京大学出版会,2010年。
（46）「驚心動魄之日本滿蒙積極政策」『時事月報』１巻２期,1929 年,3頁。
（47）同前,6頁。
（48）古屋哲夫『日中戦争』80-2頁。安井三吉氏も石原を引いて、満蒙だけでなく、全中国を植民地
化する構想であることを指摘される（安井,前掲書,33頁）。石原においても、柳条湖事件・日中
戦争そして日米戦争は一連のものとして構想されていたとみる。
（49）「蔣介石辭職後在泰化故里講:東北問題與對日方針」（秦孝儀『中華民國重要史料初編-對日抗戰時
期緒編』中國國民黨中央委員會黨史委員會,1981年（以下『緒編』と省略する）所収）（一）316頁。
（50） 1933年10月に瑞金にきて、その後毛沢東とは路線を異にし、毛を批判するオット ・ーブラウンが、
毛沢東の言として、（ブラウン、そして博古・洛甫などが主張する社会主義ソヴィエト連邦と資
本主義国家の対立ではなく）、帝国主義的日本と漢民族の対立である、といっていたという（オッ
トー・ブラウン「毛沢東は、いかに権力を握ったか」『極東の諸問題』vol.3 no.2,プログレス出
版所,1974年）。批判者の言であるだけに、興味深い。
（51）初出は『紅色中華』第４８期（1933年1月28日）。
（52）「中国共産党の、日本帝国主義の強暴に東三省を占領する事件のための宣言（1931年9月20日）」
『中共中央文件選集』第７冊。
（53）厳復の「瓜分」論については有田和夫『清末意識構造の研究』汲古書院,1984年,126-133頁、區
建英『自由と国民　厳復の模索』東京大学出版会,2009年,76-7頁。
（54）梁啓超「中國積弱遡源論」（『飲冰室文集』第2冊,台灣中華書局,1978年,所收）。
（55）譚嗣同の変法論および瓜分への危機意識については、清水稔「譚嗣同小論」『歴史学部論集』第
４号,2014年。
（56）「瓜分危言（1899年）」『飲冰室文集』,第2冊,36頁。
（57）同前,40頁。
（58）「それ人必ず自ら侮りて、然る後人之を侮る。家必ず自ら毀りて、而る後人之を毀る」（「離婁篇」
第７）（明治書院・新釈漢文大系参照）とある。
（59）蒋介石「修明內政與整飭吏治」『總統蔣公思想言論總集』巻10, 中國國民黨中央委員會黨史委員
會,1984年,679頁。
（60）蒋介石の「瓜分」は「軍制雑誌発刊詞」「蒙藏問題之根本解決」（『蔣中正先生對日言論選集』財
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團法人中正文教基金會,2004年,88,89-90頁）にみられるが、ここで問題とするものとは少しずれる。
（61）「安内攘外」論の初出は、この1937年7月23日「告全國同胞一致安內攘外」『總統蔣公思想言論總集』
卷30である（樹中、横山、劉、前掲書）。すでに先の『孟子』「離婁篇」を引いて論理を組み立
てている。ただ、ここでは、安内の対象として「粵桂」と「赤匪」とが同時並行するものであった。
（62）毛沢東は、13-15歳ころ教育救国を訴える鄭観応の『盛世危言』を読み、また『列強瓜分之危険』
を読み、「国家興亡、匹夫有責」を認識したという（李鋭『毛沢東早年読書生活』遼寧人民出版
社,1992年,44頁）。「国家興亡、匹夫有責」は蒋介石にもみえる（「蔣主席呼籲鞏固統一俾得全力
剿匪救災告全國同胞書」『緒編』（三）, 29頁）。
（63）蒋介石が『孟子』を引いて論理を展開するのに対し、毛沢東は、「内に省みて疚しからざれば、
夫れ何をか憂い、何をか懼れん」（『論語』顔淵）という同様の思想を述べる『論語』を引きながら、
次のように、満州事変の原因を分析している箇所がある。
九一八が防げなかったのは、1927年の失敗による。今日の国難を救えるか否かは、統一戦
線を発展強固できるかどうかによって決定され、日本に決定されない。・・・如何なる事物、
如何なる過程も、外力は影響のあるものであり、かつ非常なる影響をもつものである。し
かし、必ず内的な情況をとおして作用する。決定的なものは内力に属す（『毛沢東哲学批注
集』108 ～ 9頁）。
 「外の力」「内なる規律性」がここでは「内力」「外力」といわれる。この用語は『矛盾論』のも
のであり、満洲事変を契機として、「瓜分」の思想が『矛盾論』に引き継がれてゆくことがわかる。
（64）蒋介石「修明內政與整飭吏治」『總統蔣公思想言論總集』巻10,679頁。
（65）比較の対象として厳復の場合をみたい。厳復は中国の危機について、中国のその「積弱」の原
因として、内治によるものが７、外患によるものが３とみ、根本問題を内治に重点を置いてみ
るのである。厳復は、内・外をいわば「本末」論で考えて、内治を重く見るものである、という。
しかし、優先順位としては、緊急な外患を優先すべきとするのである（區建英,前掲書,77頁）。
（66）黄少群,前掲書,147頁。
（67）蒋介石はここで「内政を軍令に付託する（寄内政於軍令）」ともいうのである。内政を軍令に寄
す、というのは、内政を軍事化する、軍事的な統制あるいは規律化を推し進めようという主張
である。そして、そうした話をわかりやすくするためもあろうが、「内政を公明にするには、時
間に気をつけなければならない（修明內政,就一定要注意時間）」（蒋介石「修明內政與整飭吏治」
『總統蔣公思想言論總集』巻10,684頁）。内政を公明清潔にするには、時間をきちんと守る・大
切にする、というところからはじめなければならない、そうでなければ外国に勝てない、とす
るのである。基本は蒋介石のはじめた「生活運動」に通じる「内政」の整頓である。これを「剿
共」と並行して行うところに蒋介石の「安内」がある。5次囲剿期を中心に、三民主義を「礼儀
廉恥」に収斂させ、上記に見るような日常生活からはじめる生活運動、すなわち社会教化によ
る生活の軍事化については、樹中「南京国民政府統治の制度化とイデオロギーの形骸化」『法学
政治学論究』第31号,1996年、また生活運動を蒋介石の権力掌握課程における大衆動員の試みと
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して、運動を体系的に分析、運動の全体像を明らかにしたものとして、段瑞聡『蒋介石と生活
運動』慶應義塾大学出版会,2006年。
（68）「團結內部抵禦外侮」『緒編』（三）,30-1頁。
（69）おもてでは戦争をしながら、裏では日中親善を主張する駐在武官が中国の将校と酒をくみかわ
していたという（『蒋介石研究』東方書店,2013年,395頁）。
（70）「主権の損なわれない範囲での対日交渉もよろしい。即ち、一面で交渉し、一面で国際連盟や、
九か国公約の約束に訴えるのである」（「蔣主席辭職後在奉化故里講:東北問題與對日方針」『緒
編』（一）, 320頁）。
（71）「外交為無形之戰爭」『總統蔣公思想言論總集』巻10,481頁。
（72）本稿では、蒋介石の不抵抗・非（避）戦をとりたい。もちろん、それでも熱河などで戦ったと
いう事実は重たい。熱河での中国の死傷者は1万8千２３５人、因みに日本も2千400人（安井、
前掲書,93頁。）。さらに、塘沽協定で守らねばならなかったのは平津（北京・天津）であり、そ
れが守れなければ一戦交えるというのが蒋介石の考えだったといわれる（光田剛「華北「地方
外交」に関する考察」『近代中国研究彙報』22号,2000年）。しかし光田氏は同時に、当時交渉に
あたった黄郛のうしろに、実質的に交渉にあたる何応欽の存在をみるのだが、この何応欽の華
北における基盤は脆弱であったともされる（同）。実際、25万の兵も中央軍、東北軍、西北・山
西軍という寄せ集めで、あまつさえ防衛の中心となるべき張学良を「不抵抗」の責任で辞職さ
せている（安井,前掲書,86頁）。これではたとえ船頭が多くても船は進まない。こんな状況で蒋
介石が日本と戦う決意を固めたとはとてもみえない。
 （73）家近,前掲書62頁。蒋介石自身も、中国の国防力が弱いため、日本が侵攻すれば、２４時間で、遼寧・
吉林が占拠され、３日で沿海・長江流域、つまり中国の政治経済が遮断され、１０日で中国は亡ぶ、
と危惧していた（「蔣介石辭職後在泰化故里講:東北問題與對日方針」『緒編』（一））。
（74）「團結內部抵禦外侮」『緒論』（3）,31頁。「日本帝国主義者は強大な武力を以て、我々の国土を侵略し、
我々の国家を蹂躙している。これはまことに我々の国家の重大な患いであり、また我々の国民
の最大の恥辱である」として、そのあとに、引用であるが「精神を団結すれば、十個の日本と
いえども我々の国家を動揺させることはできない」とする。 
（75）蒋介石「修明內政與整飭吏治」『總統蔣公思想言論總集』巻10,679頁。
（76）「先要國家統一‧‧‧纔能達到禦侮却敵的目的」「團結內部抵禦外侮」『緒編』（三）30頁（1931
年11月23日の講演）。
（77）「外交為無形之戰爭」『總統蔣公思想言論總集』巻10,482頁。
（78）「蔣介石辭職後在泰化故里講:東北問題與對日方針」『緒編』（一）。なお杨天石,前掲書,202頁。
（つちだ　ひであき　文学研究科東洋史学専攻博士後期課程満期退学）
（指導教員：清水　稔　教授）
2014年9月29日受理
